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平成平成平成平成２２２２２２２２年度年度年度年度        産学官連携推進ネットワーク形成事業産学官連携推進ネットワーク形成事業産学官連携推進ネットワーク形成事業産学官連携推進ネットワーク形成事業    公募要領公募要領公募要領公募要領 
  ㈱沖縄TLOでは、平成２２年度沖縄県産業振興基金事業を活用し、「産学官連携推進ネットワーク形

成事業」を実施します。つきましては、本事業に係わる企業を以下の要領で公募します。 

    

１．事業の概要１．事業の概要１．事業の概要１．事業の概要 

(1) 目 的 
企業が保有する商品アイデア等について、研究開発を進めることにより事業化可能性の高まる

案件等のブラッシュアップを図り、自社による商品化や事業化、別の支援事業等への提案などと

いった次へのステップアップを支援することを目的としています。 

 

  (2) 事業内容 

①大学等シーズと企業ニーズのマッチング 

県内企業のニーズと、県内大学等の研究教育機関の技術シーズを掘り起こし、共同で研究開

発を推進する戦略的パートナーとなるよう企業と大学をマッチングします。 

②事業化に向けたブラッシュアップと研究開発の支援 

事業化可能性等で高く評価された案件の研究開発を開始するため、1111提案あたり研究プロジ提案あたり研究プロジ提案あたり研究プロジ提案あたり研究プロジ    

ェクト事業費全体の２ェクト事業費全体の２ェクト事業費全体の２ェクト事業費全体の２////３以下かつ上限１００万円の研究３以下かつ上限１００万円の研究３以下かつ上限１００万円の研究３以下かつ上限１００万円の研究開発開発開発開発支援費を提供します支援費を提供します支援費を提供します支援費を提供します。。。。 

③ビジネスプラン作成支援とステップアップ 

採択案件について、自社の将来を見据えた上でのビジネスプランを作成してもらい、そのブラ 

ッシュアップを支援する。また、研究開発の成果を、総務省、経済産業省や農林水産省等の提

案公募事業に繋げるとともに、事業化を実施する場合は新連携事業等への展開を図ります。 

④継続的な技術・知財・経営支援の実施 

沖縄TLOが有する技術支援・知財支援・経営支援の各支援スキームを用いて、本事業での 

支援終了後も継続的に企業を支援します。 

 

(3) 提案者の条件 

以下の事項を満たすものに限ります。 

沖縄県内に本社を有する民間企業等（以下「提案企業」。公益法人、第三セクター、ＮＰＯ、各

種団体等を含む。）で、製品・サービス等の新規開発又は新規開発に相当する既存製品・サービ

ス等の高度化に係る計画を有しており、その実現に必要不可欠な研究開発等について、大学等

（国公私立大学、高等専門学校及び短期大学をいう。以下同じ。）又は公設試等（公設試験研究

機関及び独立行政法人の研究機関をいう。以下同じ。）と共同で実施する予定があり、実際に研

究開発共同体を形成しているか、もしくはその準備を進めている企業等。なお、大学及び公設試

等は、沖縄県内に所在するものとします。 

 

(4) 提案内容の条件 
①本事業に応募した時点で他の事業に採択されていないテーマであること。 

②大学等とともに研究を進める必要がある研究開発要素を有するテーマであること。 

 

(5) 研究開発の期間 

原則として、契約締結日より平成２３年２月２８日（月）までとします。 

 

(6) 研究開発支援費 
研究開発をスタートさせるための研究開発支援費を５件程度に対して提供します。１提案あた

り研究プロジェクト事業費全体の２/３以下かつ１００万円を上限とします。 
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２．応募手続２．応募手続２．応募手続２．応募手続 

  (1) 募 集 
①提案について 

      沖縄県内に本社を有する民間企業等で、製品・サービス等の新規開発又は新規開発に相当

する既存製品・サービス等の高度化に係る計画を有しており、その実現に必要不可欠な研究開

発等について、大学等又は公設試等と共同で実施する予定があり、実際に研究開発共同体を形

成しているか、もしくはその準備を進めている企業等が行ってください。 
   

②提案様式 
提案書の様式は、㈱沖縄TLOで配布いたします。 または、下記のホームページからダウンロ

ードが可能です。 

 

株式会社株式会社株式会社株式会社沖縄沖縄沖縄沖縄TLOTLOTLOTLO                http://www.okinawahttp://www.okinawahttp://www.okinawahttp://www.okinawa----tlotlotlotlo.com/.com/.com/.com/    
 

③必要書類 
以下の書類を提出してください。書類はA4A4A4A4版で版で版で版で作成して下さい作成して下さい作成して下さい作成して下さい。。。。    

1.1.1.1. 平成平成平成平成２２２２２２２２年度年度年度年度産学官連携推進ネットワーク形成事業提案書産学官連携推進ネットワーク形成事業提案書産学官連携推進ネットワーク形成事業提案書産学官連携推進ネットワーク形成事業提案書一式一式一式一式（様式１～５）（様式１～５）（様式１～５）（様式１～５）    

2.2.2.2. 提案企業、提案企業、提案企業、提案企業、連携連携連携連携企企企企業の定款業の定款業の定款業の定款    

3.3.3.3. 提案企業、提案企業、提案企業、提案企業、連携連携連携連携企業の直近一期分の決算報告書企業の直近一期分の決算報告書企業の直近一期分の決算報告書企業の直近一期分の決算報告書    

4.4.4.4. 提案企業、連携企業の会社パンフ等の参考資料提案企業、連携企業の会社パンフ等の参考資料提案企業、連携企業の会社パンフ等の参考資料提案企業、連携企業の会社パンフ等の参考資料    

 

④締切、提出先等 

受付期間：平成２受付期間：平成２受付期間：平成２受付期間：平成２２２２２年年年年５５５５月月月月６６６６日日日日（（（（木木木木））））～～～～６６６６月月月月１０１０１０１０日日日日((((木木木木))))    

受付時間：受付時間：受付時間：受付時間：月曜～金曜（祝日を除く）９：００～１７：００月曜～金曜（祝日を除く）９：００～１７：００月曜～金曜（祝日を除く）９：００～１７：００月曜～金曜（祝日を除く）９：００～１７：００    

提出部数：提出部数：提出部数：提出部数：    

1.1.1.1. 提案書一式提案書一式提案書一式提案書一式・・・・・・・・・・・・正１部・正１部・正１部・正１部・押印済み・押印済み・押印済み・押印済み・片面印刷片面印刷片面印刷片面印刷    
※※※※提案書一式は、提案書一式は、提案書一式は、提案書一式は、同時に電子メールに添付して下記受付先同時に電子メールに添付して下記受付先同時に電子メールに添付して下記受付先同時に電子メールに添付して下記受付先EEEE----mailmailmailmailアドレスにアドレスにアドレスにアドレスに送付送付送付送付    

2.2.2.2. 定定定定    款款款款・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・コピー１部（提案企業、連携企業）コピー１部（提案企業、連携企業）コピー１部（提案企業、連携企業）コピー１部（提案企業、連携企業）    

3.3.3.3. 決算報告書決算報告書決算報告書決算報告書・・・・・・・・・・・・コピー１部（提案企業、連携企業）コピー１部（提案企業、連携企業）コピー１部（提案企業、連携企業）コピー１部（提案企業、連携企業）    

4.4.4.4. 参考資料・・・・・１部参考資料・・・・・１部参考資料・・・・・１部参考資料・・・・・１部    
 

下記提出先に必着です。 

原則として、締め切りを過ぎての提出・差し替えは受け付けませんのでご注意下さい。 

なお、ＦＡＸによる提出は受け付けません。 

また、提出していただいた資料は返却できませんので、ご了承ください。 

 

受付先・提出先及び問い合わせ先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〒903-0213 沖縄県中頭郡西原町字千原1番地 

琉球大学産学官連携推進機構内 ㈱沖縄TLO 

担 当：新田 繁睦（あらた・しげちか）、中村 純（なかむら・じゅん） 

ＴＥＬ ：098098098098----895895895895----1701170117011701  ＦＡＸ：098098098098----888895959595----1703170317031703 

E-mail：network@okinawanetwork@okinawanetwork@okinawanetwork@okinawa----tlo.comtlo.comtlo.comtlo.com 
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（2) 重複申請の制限 
提案企業が、本事業と同様のテーマで今年度の他の提案公募型事業等に採択されている場

合は、審査の対象から除外され、採択の決定が取り消されることがあります。 

    

３．提３．提３．提３．提案の選定案の選定案の選定案の選定 

(1) 選定方法 
提案者多数の場合や書類に不備がある場合等を想定し、㈱沖縄TLOが一次審査を行います。

一次審査を通過した提案は外部の有識者からなる審査委員会が審査し、採択を決定します。 

なお、当該審査委員会では、提案企業のプレゼンテーションを予定しています。プレゼンテーシ

ョンでは、提案企業が提案内容や研究開発の必要性等を説明してもらうとともに、審査委員によ

る質疑を実施します。 

プレゼンテーションではパワーポイントを使用し、5枚程度の資料を作成していただきます。 

審査委員会は６月下旬を予定しています。プレゼンテーション資料は、審査委員会の前日まで

に、電子メールにて「受付先・提出先及び問い合わせ先」に送付して下さい（後日連絡します）。 

 

(2) 審査基準 
Ⅰ．研究要素の評価 （６０％） 
１、 新規性 

       提案の内容が、新規性をもっているかどうか。 
２、 製品化可能性 

       研究開発が順調に進むことにより、新製品・新サービス創出が可能な提案かどうか。 
 

Ⅱ．事業化可能性の評価 （３０％） 
１、事業の将来性 

        新製品・新サービスの売上げが見込めるか。 

２、市場規模 
         事業が進出する市場の規模は有望か。 

 

Ⅲ．沖縄県における地域振興へのための評価 （１０％） 
１、沖縄型産業の創出及び地域振興の可能性 

当該提案が、本県が有する資源及び特性等を生かしたものであり、当該研究開発による成

果が新規産業の創出、既存産業の高度化又は地域振興に貢献するが期待できるかどうか。 

 

（3） 選定スケジュール 

   平成２２年５月６日（木） 公募開始、公募要領・提案書様式公開 

５月１０日（月）～（調整中） 公募説明会（中南部、北部、石垣、宮古） 

６月１０日（木）１７：００ 公募受付終了 

６月中旬～下旬 １次審査、１次審査結果通知 

６月３０日（水）  ２次審査（審査委員会）、採否決定 

７月１～２日 採択通知送付 

７月５日（月） 契約、研究開始 

 

(4) 採 択 
審査終了後、後日、提案企業に対して、採択・不採択を発表いたします。 
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４．研究開発の実施４．研究開発の実施４．研究開発の実施４．研究開発の実施 

(1) 契約の締結 
採択された企業は、㈱沖縄TLOとの間で研究開発に関する契約を締結します。ただし、契約条

件が合致しない場合には、契約の締結ができない場合もありますのでご留意ください（研究開発

条件も含みます。）。また、その際の契約金額は必ずしも提案金額とは一致しません。 

 

(2) 研究開発支援費 
㈱沖縄TLOが負担する研究開発支援費は、研究の遂行に直接必要な経費及び研究成果のと

りまとめに必要な経費とします。研究開発支援費の支払いは、原則として契約終了後の支払いと

なります。（それまでの間は原則として提案企業の立替払いとなります。）ただし、必要に応じて途

中までの費用の支払いを行う場合があります。 

 

(3) 購入機器 
本事業では、機器等の購入を認めていません。したがって大学及び試験研究機関等と協議の

うえ研究を行っていただきます。 

 

(4) 研究開発実施 
提案企業は、㈱沖縄TLOとの契約に基づき研究開発を実施します。研究開発期間中は、研究

開発の状況、経費管理等について、㈱沖縄TLOが随時、フォローアップします。また、必要に応じ

て㈱沖縄TLOが行う本事業に関する調査等にご協力をいただくことがございますので、あらかじ

めご了承ください。 

 

(5) 研究開発終了 
研究開発終了に伴う事務手続きのため「研究開発業務完了報告書」、「研究開発業務経費使

用明細書」等を提出して頂いた上で、㈱沖縄TLOが完了検査を実施します。検査が終了した業務

に対し、支払いが可能となります。 

 

(6) 研究開発成果と報告義務 
① 研究開発成果報告書 

研究開発期間終了時に「研究開発成果報告書（兼「発表用パワーポイント資料」）」を㈱沖縄TL

Oに提出していただきます。 

本事業では、研究開発期間後半の来年２月に成果報告会を予定しておりますので、発表用パ

ワーポイント資料を用いて研究開発成果を発表していただきます。 

「研究開発成果報告書（兼「発表用パワーポイント資料」）」は、㈱沖縄TLOが取りまとめた上で、

本事業の成果報告書として本事業の成果報告書として本事業の成果報告書として本事業の成果報告書として公開公開公開公開します。します。します。します。ただし、必要に応じて、提案企業と㈱沖縄TLOが協議し、

公開する内容を決定します。 

② 特許出願等について 
本研究開発の実施による発明等があり、特許出願等を行う予定が生じた場合は、遅滞なく㈱

沖縄TLOに連絡してください。 

特許等に関する権利関係は、発明者が所属する機関等の規定等に沿って整理してください。

また、連携企業や研究機関等とも協議した上で決定して下さい。 

不明な点は、㈱沖縄TLOにお問い合わせください。 
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５．研究５．研究５．研究５．研究プロジェクト事業費のプロジェクト事業費のプロジェクト事業費のプロジェクト事業費の積算内訳書作成積算内訳書作成積算内訳書作成積算内訳書作成についてについてについてについて 

研究プロジェクト事業費は、プロジェクト全体について、プロジェクトの提案企業が一切の管理責任

を負うものとし、必要な経費を計上していただきます。 
具体的内容としては、次の項目の経費とします。 

 

 
 

ⅠⅠⅠⅠ    消耗品その他の経費消耗品その他の経費消耗品その他の経費消耗品その他の経費 
 

１．消耗品費 
研究開発業務の実施に直接要した資材、部品、消耗品等の製作又は購入に要した経費。

なお、消耗品費については１品当り上限５万円以内とします。 
２．旅費・交通費 

研究員が研究開発を遂行するために特に必要とした旅費、滞在費及び交通費であって、

当該プロジェクト提案企業の旅費規程等により算定された経費。 
       ３．その他特別費 

以上の各経費のほか、特に必要と認められる経費。 
例：依頼分析に関する費用、切り分けて外部に依頼できる作業に関する費用等。 

 

 

ⅡⅡⅡⅡ    委託委託委託委託費費費費 
 

委託費は、提案企業が提案企業以外の機関（例えば、大学等や公設試等）に、研究開発テ

ーマに関連する研究等を実施してもらうのに要する経費です。 

委託先の機関は、提案企業と協議し、上記Ⅰに定める費目１．、２．、３．に準じて経費の積

算を行って下さい。 

 

 

ⅢⅢⅢⅢ    消費税及び地方消費税消費税及び地方消費税消費税及び地方消費税消費税及び地方消費税 
上記ⅠからⅡの項目は消費税及び地方消費税を除いた額で算定し、その総額に消費税及

び地方消費税率を乗じて得た額を記入してください。 
なお、免税業者の場合は、仕入課税額を消費税及び地方消費税欄に記載してください。 

 


